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　Technical Journal of Advanced Mobility（次世代移動体技術誌）を 2020年に発刊し 5年目を迎えま
した。技術だけでなく，制度や，教育活動の分析など次世代移動体に関する論文や報告の発表の場と
して活用いただき，アクセス数も月 1,000件に到達し，アメリカ，中国など海外からのアクセスも 2

割程度を占めるまでになりました。今後とも，先端的な取り組みや新たな知見をアカデミアだけでな
く産業界，研究機関，行政機関などすべての分野，地域から発表していただければと思います。小型
無人航空機「ドローン」に関しては，2022年 12月 5日にレベル 4飛行を可能とする改正航空法が新
たに施行され，2023年度にはレベル 4による飛行試験も実施され，さらには無人地帯における目視
外飛行の新たな制度レベル 3.5も急遽公開され，本格的な利用の準備が整いつつあります。わたくし
ども JUIDAでは，年頭にその年の目標を掲げています。本年の目標を掲げるうえで，元旦に発生し
た能登半島地震災害におけるドローンの活用が大きなテーマとなることは言うまでもありません。
JUIDAでは，こうした状況に備え，2019年 2月に陸上自衛隊東部方面隊と「災害時応援に関する協
定」を締結し，2017年 7月の熱海市伊豆山土石流災害の際にも，自衛隊の要請でドローンによる被
害状況調査を応援しました。今回，輪島市からの協力要請を 1月 4日に受け，会員企業各社への協力
要請とともに，各社と連携して，捜索活動，被災状況調査，物資輸送等対応等を実施し，災害時に医
薬品をドローンで初めて輸送することにも貢献しました。また 1月 10日には陸上自衛隊第 10師団と
協定締結を行い，その活動をさらに広げました。被災された皆様には深くお見舞い申しあげるととも
に，ご協力を賜りました，関係各位にお礼申し上げます。こうした活動を確実に実施できるように，
2024年度の目標は，「ドローン社会貢献元年」と掲げたいと思います。Technical Journal of Advanced 

Mobilityもその実現に向け貢献する所存です。
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機械航空工学系学科の教育では，伝統的な各種理論と実際の現象との関係を理解するのに体験型教育プ
ログラムが重要視されている。さらに，実際の現象は，単一の理論のみと結びつくことは稀であり，複
数理論が統合化された結果である。そこで著者らは，機械航空工学を総合的に理解するためのプログラ
ムとして，名古屋大学と岐阜大学それぞれで飛行ロボット（自律滑空機）の設計・製作・評価を行う授
業を実施している。前報では，この 2大学のプログラムの連携について，特に 2021年 9月に初めて開
催した合同競技会の教育的効果を議論した。本論文では，2022年 9月に実施した第 2回目の合同競技
会における第 1回目からの変更点と，実際の競技や参加学生のアンケートの結果の変化から合同競技会
の改善効果について考察する。
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In the education of the Department of Mechanical and Aeronautical Engineering, experience-based 

education programs seem to be emphasized to understand the relationship between various conventional 

theories and actual phenomena. They are rarely associated with a single theory alone, but can often be 

related to the integration of multiple theories. Therefore, we have classes at both Nagoya and Gifu 

Universities, respectively focusing on the design, production, and evaluation of �ying robots or autonomous 

gliders. In the previous report, the educational impact of the collaborative efforts between these two 

universities was discussed, especially the educational effects on the �rst joint competition held in September 

2021. In this paper, we report the changes introduced in the second joint competition held in September 2022 

and examine the improvement effects of the joint competition based on the results of the actual competition 

and the participating studentsʼ surveys.  It was con�rmed that the competition records signi�cantly improved 

compared to the previous event, and studentsʼ motivations have continued to improve.

　Keywords:  coordinated action of multiple universities, joint competition, experience-based learning, 
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1．は　じ　め　に
機械航空工学系学科における体験型教育プログラムは，座学で学んだ 4種類の力学（材料力学・熱力学・
流体力学・機械力学）や制御工学に基づき，目の前で現象を再現して理論の妥当性や実際の様子を学生に理
解させること，さらに仕様を満たす製品を開発するための素養を学生に身につけさせるのに欠かすことがで
きない。産業界での実務においては，複数の理論が複雑に絡み合うものづくりが主流であり，複数理論が統
合化された実現象を実体験できる教育を受けていることが望ましい［1］。
このような観点から，国内外の大学において模型航空機の設計製作活動を授業や課外活動に取り入れる例
が多く見られる。その代表例を表 1に示す。米国のマサチューセッツ工科大学では，2003年から CDIO

（Conceive：構想；Design：設計；Implement：実装；Operate：運用）に関するチームベースでの体験的な
学習を提供する統合教育として，実習科目「Flight Vehicle Development」を実施している［2］。マルチコプ
ターを対象に旗取りゲーム等の自律飛行を必要とする 4つの課題を与えるが，マルチコプター自体の機体設
計はないようだ。「世界の空の首都」と呼ばれる米国カンザス州のウィチタ州立大学では，ボーイング社が
スポンサーを務める航空機設計競技会「Bronze Propeller Competition」を毎年開催している［3］。規定重量
の荷物（1 kg程度）を運搬する RCプロペラ飛行機を設計製作し，飛行性能のみならず市場価値（地域社会
や公共福祉，環境や経済に対するインパクト）を評価する。学部生にとっては卒業製作の一環（part of a 

two-semester long capstone design course）であるが，競技会には同大の卒業生や高校生も参加できる。室
蘭工業大学では，学部 3年後期と 4年前期に RCプロペラ飛行機を設計製作する「航空機設計法Ⅰ・Ⅱ」を
開講している［4］。その他，全日本学生室内飛行ロボットコンテストは，機械航空工学系学科に所属する学
生の課外活動として広く認知されている［5］。
以上の背景の下，東海国立大学機構（以下，東海機構）が設置している名古屋大学（以下，名大）と岐阜
大学（以下，岐大）の関係学科においては，東海機構直轄組織による連携教育プログラムの一環として，名
大は 2019年度，岐大は 2020年度からそれぞれ「飛行ロボット（自律滑空機）」の設計・製作・評価を行う
実習を実施している。名大では，工学部機械・航空宇宙工学科 3年生の必修科目「設計製図第 3」の 3種類
用意された選択テーマの内の 1つとして毎年 50名程の学生に対して実施され，岐大では工学部 4年生の選
択科目「航空宇宙生産技術（機械工学概論Ⅱ）」として 2020年度に 16名，2021年度に 35名，2022年度に
17名の学生に対して実施された。設計製作の対象となるのはグライダー状の飛行ロボット（自律滑空機）
であり，動力は持たないもののピッチング，ヨーイング，ローリングの運動のいずれかについて PID制御
の一部またはすべての要素を適用することで飛距離が伸ばせるようにしている点で飛行ロボットないしは自
律滑空機と称している。そして，著者らは両大学で行われている授業の連携を図り，両授業に実施されてい
る具体的な相違点も考慮しながら，両大学学生の教育効果を向上させるための第一段階として，2021年 9

月に初めての合同競技会「東海クライマックスシリーズ」（以下，東海 CS）を開催した。本競技会について
上述の他大学での活動との相違点を述べれば，ウィチタ州立大学と同様に競技会形式でありながら毎年対象

表 1　日米の大学における航空機設計製作活動

大学／企画 授業 機体形式 機体設計 制御系設計 競技会 複数大連携

マサチューセッツ工科大学 ○ マルチコプター △ ○ ╳ ╳

ウィチタ州立大学 ○ 固定翼プロペラ機 ○ 手動操縦 ○ △

室蘭工業大学 ○ 固定翼プロペラ機 ○ 手動操縦 ╳ ╳

東海国立大学機構 ○ 固定翼グライダー ○ ○ ○ ○

全日本学生室内飛行ロボット
コンテスト

╳ カテゴリーによる ○ ○ ○ ○
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者が入れ替わる正規授業の一環として実施している一方で，飛行ロボットコンテストのように普段の活動が
異なる複数の大学が連携している点が挙げられる。競技会形式かつ複数大学連携での体験型教育プログラム
は実施費用のみならず担当者の労務負担も大きいことから，その教育効果を継続的に点検し，より高い教育
効果となるよう改善していくことが求められる。
東海 CSの教育的効果について報告した前報［6］の主要な結論は「各大学の自主的な判断で実施した教育
プログラムにより，複数大学の相違点があるまま合同競技会を実施した結果，目標に到達するためのアプ
ローチの相違点などから工学的な気づきを促進し，効果的である。」であった。引き続き一年後の 2022年 9

月に開催した第 2回目となる合同競技会「東海 CS2022」では，第 1回目と比べて競技会の運営方法や参加
者，また運営費用の点で異なる点があり，また 2回続けることによる設計製作機体の性能向上や参加学生ア
ンケート結果の変化等が見られた。そこで，本論文では合同競技会東海 CSの第 1回目と第 2回目の相違点
とその効果についてまとめ，適切な改善について考察し，さらに 2023年以降の東海 CSを有意義にするた
めの道筋を明らかにすることを目的としている。
なお，名大では「飛行ロボット」，岐大では「自律滑空機」の名称をそれぞれの授業で多用するが，両者
は同一の製作物を指している。

2．飛行ロボット（自律滑空機）による体験型学習
2‒1　両大学における教育プログラム
両大学の実習では，前述の飛行ロボット（自律滑空機）の設計・製作を行う。本実習は，全長・全幅とも
に 1 m前後，重量 0.3 kg 前後（電装品を含む）の固定翼グライダーを，ゴムないしはコイルばねの弾性エ
ネルギーを機体の運動エネルギーに変換して初期推力を与える専用の離陸台から打ち出し，台からの直線距
離を競う。機首部分に搭載した姿勢方位センサー（AHRS）から角速度，加速度（重力含む），地磁気のベ
クトルを取得し，マイコン側でMadgwick �lterによりロール・ピッチ・ヨーのオイラー角に変換した情報
から，PID制御器によりエレベータ，エルロンまたはラダーの舵角を決定し，ピッチングとローリング（ま
たはヨーイング）を制御している。機体の設計・製作には，複数の力学理論と制御工学をすり合わせる。さ
らに，テストフライト等での破損も考慮し，一定の耐久性（強度）も必要とされることから，機体強度も考
慮する必要がある。したがって，設計段階では，機体強度と重量の関係を検討するための「材料力学」，機
体形状や翼形状などの空気力学特性を考える「流体力学」，各運動に対するフィードバック制御を考えた
「制御工学」が必要とされ，製作段階では，製作難易度や製作精度を考慮した加工方法の検討，3Dプリン
ターやレーザーカッターなどの加工機の選択，およびそれらに合わせた部品形状の検討，すなわち「加工
学」が必要とされる。他にも電装品へのアクセス性，破損修理の考慮など，ものづくりを通して複数の重要
な工学の理論と方法を活用し，かつ互いをすり合わせることで飛行距離の長い機体の製作を行う。なお，授
業の成績評価については競技会における飛行距離のみに基づくのではなく，別途レポート等によって行われ
る。また，名大と岐大の実施方法には相違点がある。前報［6］では参加学生アンケート結果に記載された相
違点に関して気づきがあったことのみに触れて，具体的な相違点の説明は行っていないため，本論文では次
節以降で相違点を具体的に説明する。
2‒2　名大における教育プログラム
名大では 2019年度から学部 3年生を対象とした秋学期授業として，前述の必修科目授業「設計製図第 3」
の 1テーマとして実施している。本授業では 1チーム 6名程度のチーム，全 8チームにより図 1のような飛
行ロボットの設計製作を行う。なお，機体先端のノーズ部分にフィードバック制御系を実現するための機構
が図 2のように収められている。授業は 1週あたり 1.5コマ分の 135分間とし，1週目は安全教育，3Dプリ
ンターや CADの使用方法，制御コード等に必要な知識に関する最小限の座学を行う。2週目からはチーム
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ごとに機体の設計・製作を行う。13週目にチーム対抗の競技会を行い，機体を調整しながら飛行距離を競
う。14週目には「大反省会」と称した 1時間超の反省会を行い，チーム毎に期待通りの成果を得られた／
得られなかった要因などについて，各力学や制御工学の観点から説明を求めている。前述の通り，評価は競
技会における飛距離に基づくのではなく，この反省会の内容をまとめたレポートを中心に行っている。参加
学生のアンケート結果については文献［7, 8］にまとめているが，過去 3年度実施した結果では概ね好評な結
果が得られている。
2‒3　岐大における教育プログラム
岐大では，学部 4年生を対象とした前期授業として 2020年度から前述の授業「航空宇宙生産技術（機械

工学概論Ⅱ）」をスタートした。1チーム 4～ 5名のチームに，図 3のような自律滑空機の設計・製作を，1

週あたり 2コマ分の 180分間とし，12週分を使って実施する。なお，名大と異なり選択科目のため受講者
数によってチーム数は毎年変化する。図 1，2に対比して図 3，4に岐大の自律滑空機の概要を示す。 

授業は，最小限必要となる理論の講義の後，各チームで機体のコンセプトの発表・意見交換を行う「企画
発表会」を行い，チームごとにコンセプトを修正しながら設計製作を行う。なお，岐大には航空工学の課程
がないことから，参加学生に航空力学の基礎知識を修得させるため，名大春学期科目「航空機力学第 1」を
単位互換科目として全員に受講させている。完成した自律滑空機は風洞試験および各チームによる飛行発表
会を行い，飛行発表会と同日に各チームのフライトを振り返る簡単な反省会を行う。風洞試験は飛行制御プ
ログラムの調整を目的とするのみならず，航空機開発に不可欠な試験とされる風洞を利用する体験そのもの
が学生にとって重要であると考えている。成績評価については，名大同様，設計製作のコンセプトやそれに
対する振り返り等の考察レポートから総合的に評価し，4名の教員による合意判定としている。過去 2度の

図 1　飛行ロボットの例（名古屋大学）

図 2　フィードバック制御系の実現（モータドライバ，モータ，リンク，駆動ワイヤー）
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授業に対する学生へのアンケートにおいて本講義は極めて高い評価を得ている。高い評価とした理由の一例
として，「単一の講義からでは味わうことができない設計・製作・風洞試験・飛行評価という一連のものづ
くりを体験できたから」との意見があった。一方で，「検討が必要な項目が多く時間的余裕がない」などの
課題意見も得られている。
2‒4　名大，岐大における教育プログラムの相違点
名大の飛行ロボットと岐大の自律滑空機の機体構成，および授業内容は概ね一致するが，前節までの説明
にも見られたようにいくつかの差異がある。主な相違点と特長を表 2に示す。機体の設計製作部位では，名
大が主要パーツのうちノーズ部以外を対象にしているのに対し，岐大は主要パーツすべてを対象としてい
る。主翼の材料は名大がプラスチック（3Dプリンター），岐大が木材の採用が多い。機体の姿勢制御方法に
ついては，エレベータに加え名大がラダー，岐大がエルロンとするケースが多い。その他の特徴として，名
大では競技会後の反省会を 1時間超の時間をかけた「大反省会」としている。岐大では授業の中で風洞の利
用を取り入れている。これらの相違点は，各大学の担当教員がそれぞれのカリキュラムポリシーを実施内容
に反映させているからである。すなわち，名大は機械・航空宇宙工学科の学生を対象にし，航空工学の基礎

図 3　自律滑空機の例（岐阜大学）

図 4　フィードバック制御機構（エルロン動作機構（左図）とセンサー等を格納したノーズ部（右図））

表 2　名大・岐大の差異と特長

設計・製作部位 主翼材料 機体の姿勢制御方式 その他の特徴

名大 ノーズ部以外 プラスチック（3Dプリンター） ラダー＋エレベータ 競技会後の「大反省会」

岐大 主要パーツすべて 木材（バルサ・ベニヤ） エルロン＋エレベータ 風洞の利用
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知識を有している受講生が多いのに対し，岐大は機械・知能機械・情報といった多様な学科・コースの学生
を対象にし，「ものづくり」を学ぶ「航空宇宙生産技術システムアーキテクト人材育成プログラム」科目群
の一つとして開講している。

3．合同競技会「東海 CS」の開催ならびに第 1 回目と第 2 回目での変化について
3‒1　合同競技会「東海 CS」の開催概要
東海 CSは両大学の飛行ロボット（自律滑空機）授業で上位のチームを招へいして開催する対抗戦として

2021年に初めての大会が行われた。第 2回目となる東海 CS2022の場合，名大から 2021年度学内競技会に
おける飛距離の上位 2チーム（全 8チーム中），岐大から 2022年度学内競技会における飛距離の上位 2チー
ム（全 4チーム中）の合計 4チームが参加した。なお，参加学生数としては各チームの一部メンバーのみの
参加となったため，名大 6名，岐大 8名の合計 14名である。さらに，運営の補助として各授業のティーチ
ングアシスタントを経験した学生，これから担当する学生，後述の企業有志チーム，東海国立大学機構など
の関係者，および一般観覧者を合わせると 100名超の参加者となった。また，オンライン配信においてもラ
イブ配信と後日配信を合わせて 100名超の申込みがあった。さらに，報道機関からの取材が新聞社 2社によ
り行われた［9, 10］。東海 CS2022の会場の様子を図 5に示す。

2022 年の第 2回目の大会（東海 CS2022）では，2021 年の第 1回目の大会（東海 CS2021）と同じく，離
陸台から最初の着地点までの直線距離の長さを競うルールとした飛行競技会ではあるものの，大会の改善を
目指すべく，以下のような変更点を設けた。

（1）�試技の回数の変更　些細な不具合により飛距離が短くなる場合もあるため，各チームの試技の回数を 2

回から 3回に増やし，最長飛距離の 1回分を当該チームの成績とした。
（2）�会場の変更　第 1回目は岐阜メモリアルセンター「ふれ愛ドーム」（最長飛行可能距離 約 39.7 m）で開

催したのに対し，各大学の授業とも平均的な飛行性能の向上を感じてきたことから，第 2回目はより大
きな会場である「OKBぎふ清流アリーナ」（最長飛行可能距離 約 43.9 m）とした。

図 5　東海 CS2022 会場参加者の集合写真
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（3）�クラウドファンディングによる資金の一部調達　第 1回目の成果を踏まえつつも，外部業者に委託した
オンライン配信を実施するには相当の資金調達が必要になるため，寄付型のクラウドファンディングを
行った。目標金額 2,000,000円に対して 2,505,000円の寄付が集まり，大会のオンラインライブ配信がテ
レビ番組同等に高品質で行われるなど，大会経費の一部として使用された。

（4）�企業有志チームの参加　企業の有志チームとして川崎重工業株式会社の有志チームが参加し，エキシビ
ション飛行を行った。有志チームメンバーは企業業務の合間を縫ってこの出場のために数か月かけて準
備した。この飛行は学生競技とは別の独自の離陸台を導入し，畳んだ主翼を離陸と同時に展開する可変
翼を有した機体による，高初速度，高離陸角での飛行が行われた。企業有志チームのフライトの様子を
図 6に示す。学生による競技とは異なる様子の飛行を実演したことで大変好評であり，有志チームメン
バーにも有意義な機会となった。このような企業チームの参加は，参加している学生のモチベーション
のさらなる向上に効果的であるとともに，飛行ロボット（自律滑空機）設計製作プログラムが一部業種
の企業における導入教育としても応用できる可能性があることを示唆している。

なお，競技会終了後にすべてのフライト動画を見ながら会場入場者全員で行う「大反省会」（約 1時間）
と，航空業界に関わる専門家をお招きして実施する講演会（約 30分間）については第 1回目，第 2回目と
もに継続実施した。
競技の結果は，名大 Bチームが 42.8 mで優勝（最優秀賞），岐大 Aチームが 36.7 mで準優勝（優秀賞）と
なった。参加チーム平均記録と合わせて第 1回目大会と比較する形で表 3に示す。いずれの数値も第 1回目
から大きく向上しており，機体の性能向上や競技のレベルアップが達成されている。なお，優勝チームの記
録はアリーナの壁まで到達したため，離陸台から壁までの直線距離で計測されており，さらに大きな記録と

表 3　東海 CS 競技会の結果

優勝 準優勝 参加チーム平均

2021年（第 1回目） 24.0 m 22.5 m
16.8 m

（5チーム平均）

2022年（第 2回目） 42.8 m 36.7 m
29.3 m

（4チーム平均）

図 6　企業有志チームのフライト
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なる可能性があった。これらの様子は東海機構航空宇宙生産技術開発センターの YouTubeチャンネル［11］
等で公開されている。
3‒2　競技参加学生ならびに競技関係学生へのアンケート
合同競技会とその元となる授業の教育効果を考察するため，第 2回目である東海 CS2022への参加学生に

アンケートを実施した。対象は学生のみとしており，競技参加学生 14名に大会運営の補助を行った学生を
加えた 23名とした。運営補助の学生は，1名を除いて前年度までに各大学での授業を受講しており，一部
は前回の東海 CS2021出場者が含まれている。設問は以下の通りの全 12問で，一部の設問にはそれに付随
した追加の設問も用意されているが，本論文ではアンケート結果から教育効果を考察できる設問に絞って議
論する。また，議論の便宜上，設問の番号は本アンケートから変更している。回答方法は設問（1）,（2）,（4）
～（6）が選択式と自由記述の併用，設問（3）,（7）が自由記述のみである。

（1）�東海クライマックスシリーズの参加は全体としてあなたにとって有意義でしたか？
　�選択肢（とても有意義／どちらかといえば有意義／どちらともいえない／どちらかといえば意義がな
かった／全く意義がなかった）ならびにその選択理由に関する自由記述

（2）�ご自身の所属大学のみで行う競技と比較して他大学との合同競技会は有意義でしたか？
　�選択肢（とても有意義／どちらかといえば有意義／どちらともいえない／どちらかといえば意義がな
かった／全く意義がなかった）ならびにその選択理由に関する自由記述

（3）�相手校の機体や飛行の様子と自分達の機体や飛行の様子を比較して気づいたことがあれば自由にお書き
ください。

（4）�このテーマでは他の授業や学生実験と異なり，チームワークやリーダーシップについて考える機会の提
供になることもねらいにしています。ねらいは達成されていると思いますか？

　�選択肢（達成されている／どちらかといえば達成されている／どちらともいえない／どちらかといえば
達成されていない／達成されていない）ならびにその選択理由に関する自由記述

（5）�今後このようなプロジェクト型の授業は大学工学部の授業として重視すべきだと思いますか？　それと
も不要ですか？

　�選択肢（必修科目として重視すべき／選択科目として用意すべき／不要／その他（自由記述））ならび
にその選択理由に関する自由記述

（6）�今後複数の大学間で同様のテーマについて合同で活動するテーマは重視すべきだと思いますか？　それ
とも不要ですか？

　�選択肢（重視すべき／希望者のみの参加でよい／不要／その他（自由記述））ならびにその選択理由に
関する自由記述

（7）�（中略）東海クライマックスシリーズの運営方針や今後改善すべき点などのご意見がありますか？
3‒3　アンケート結果
アンケートは大会終了後 2週間を期限とし，対象学生の全員から回答を得た。結果を図 7に示す。前回大
会でも同様のアンケートを行っており，その結果も併せて示す。なお，前回大会とは回答数が異なるため，
図 7は割合で表記している。
設問（1）では，前回大会と比較して今大会を「とても有意義」と回答した学生が増加しており，前回大会
と比較して満足度が向上していることがわかる。設問（2）においても同様の傾向で，「とても有意義」と回答
した学生が増えている。前回の東海 CS2021では，授業外での活動となる本競技会のような活動は求めてお
らず，その他の設問にもネガティブな内容の回答をした学生がいたが，今回のアンケートではそのような回
答も見られなかった。また，自由記述欄には「自分たちの行っていない制御や構造を見ることができた」な
ど他校の機体を観察して得た記述があり，前報［6］で示される，複数大学での取り組みで得られる教育効果
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があったものと再確認できた。設問（3）においても設問（2）と同様に，「岐大にはエルロンがあり，名大の授
業にないノウハウが見られた」「各大学，各チームで全く異なる設計思想があり，非常に興味深かった」な
ど，他校の機体を観察して得た回答があり，複数大学での競技会の効果が確認できた。
設問（4）では，前回大会と比較して評価が下がっている。前回よりも回答数の増えた「どちらともいえな
い」と回答した学生の自由記述を分析すると，「当然一人ではできないためチームで協力し，分業できるよ
うな体制にはしていた。自分がリーダーだったが特にリーダーシップは発揮しなかった。」という回答から，
自身の反省から評価を下げ，学生の意識はむしろ向上していることがわかった。また，設問（5）では，本実
習においてチームワークの必要性を感じた学生から「必須だとやる気のある人とない人の差が大きく全体と
しての士気が下がる可能性があると思うから」という回答からも，学生の意識が向上していることが確認で
きた。さらに，工学教育の議論から外れるが，「将来の就職先の活動に役立つと思ったから」と回答した学
生もおり，企業活動へのつながりを感じた学生も確認された。
設問（6）では，「その他」の選択肢における自由記述において「同様のテーマだとしても各大学の授業で重

視するものが異なる場合に限り有意義だと考える」と回答があり，本設問からも文献［6］の効果を確認でき
た。
設問（7）では，「飛行距離のみが評価項目なので，他の評価項目（滞空時間やデザイン性）も取り入れると

おもしろいと思う。」などのルール改正の意見や，参加校の追加などの意見に加えて，「飛行後の反省会とは
別に，参加学生同士で自由に意見交換できる時間を設けるとよいと思う」，「本番で飛ばす時間が短く，調整
や修理の時間がない。機体を交えて相手チームなどと意見交換をしたい。」といった，自主的な議論の場を
望む声があった。これを裏付けるように，大会終了後に両大学の学生が自然と議論を行っている様子が図 8
のようにみられた。
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図 7　アンケート結果
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4．合同競技会第 1 回目と第 2 回目での変化に関する考察
アンケート結果から，東海 CS の工学教育への効果と今後の課題について，以下のように考察する。

A） 第 1回目大会東海 CS2021のアンケート結果から考察した文献［6］では，「具体的な実施方法は各大学等
が自主的に判断し，結果として複数大学の実施方針に相違点がある方が，目標に到達するためのアプ
ローチの相違点などから工学的な気づきを促進し，効果的である」と考察している。今回のアンケート
でも設問（1），（2），（3），（6）の回答から同様の効果が確認でき，本取り組みの工学教育への効果が改め
て確認できる。また，「本大会がとても有意義」と回答する学生が増えて満足度が高まったことから，
本大会の教育的効果が向上していると推察できる。

B） 本競技会や関連授業に対する学生の意識が向上していることが，設問（4）の自身の反省から評価を下げ
た回答から考察できる。また，関連授業への意識についても向上されていることが文献［8］においても
確認されている。

C） 著者らは，競技会後の議論の場である「大反省会」を，工学教育効果を引き上げるために重要視してお
り，特に，本大会ではバックグラウンドの異なる他校と対峙するため効果が大きいと考えている。その
中で，学生自身から他校との意見交換が意義あるものと捉えて図 8のような自発的な議論や，設問（7）
のような自主的な議論の場を希望する声がある点から，本競技会の効果が感じられる。

D） 一方で，大会の改善を求める意見では，飛距離のみの評価だけでなく，その他の評価項目を加えたルー
ル改正の意見や参加校の増加を求める声があり，ルール改正後も特定のチームに有利に働かないように
考慮した項目を検討する必要がある。

以上を総合すると，第 1回目の東海 CS2021の実施以来，関係する両大学の学生のモチベーションが上昇
してきたところに，3­1節の特に（1），（2），（4）の変更点も良い方向に作用し，結果として競技結果，アン
ケート結果ともに合同競技会である東海 CSがより良いイベントに改善されていることが確認できた。D）
のような課題に取り組むことで，今後も工学教育に資するイベントとして東海 CSの継続的改善が期待でき
る。

図 8　競技会終了後に両大学学生が自然に意見交換を始めた様子
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5．お　わ　り　に
本論文では名古屋大学と岐阜大学で取り組んでいる「飛行ロボット（自律滑空機）」の設計・製作・評価
を行うプログラムについて説明し，特に工学教育の教育効果を高める取り組みとして著者らが開催する「東
海 CS」について，第 2回目の大会である「東海 CS2022」について紹介し，大会の競技や学生へのアンケー
トの結果から，第 1回目との比較も含めて今大会の効果を考察した。第 1回大会と比較して，競技記録が大
きく伸びたことやアンケート結果などから，学生のモチベーション向上が続いており，工学教育への効果に
つながっている。一方で，大会のルール改正を望む声があり，公平な競技会ができるよう検討が必要であ
る。さらに，今大会はクラウドファンディング等で資金調達を行ったが，継続的な取り組みにするためには
費用面の考慮も必要である。
なお，この東海 CSに関する一連の取り組みに関して，著者らは一般社団法人日本機械学会より 2022年
度日本機械学会教育賞を受賞している。本論文で考察した内容を十分に吟味し，次回第 3回目となる東海
CS2023を 2023年 9月 22日に岐阜市内で開催すべく，現在準備に取り組んでいる。
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Model-Based Risk Analysis for Multi-UAV Operation: 
A Case Study of Firefighting Support Using 

Formation Flight 
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Small unmanned aerial vehicles (UAVs, drones), which are expected to be utilized in various �elds around 

the world, require appropriate risk assessment. Nevertheless, UAVs tend to have unique missions and 

functional requirements, and conventional risk assessment methods cannot easily perform �exible analysis 

and veri�cation. In this study, we conducted a model-based risk analysis based on a Concept of Operations 

(ConOps) formulation from systems engineering perspective. We used the case of �re�ghting support from 

multiple drones in a building �re scene. We con�rmed the validity of the reliability analysis for system of 

systems even without physical connections, such as formation �ights. We found that it is essential to 

understand risk from the perspectives of the aircraft and the entire system by integrating related components. 

We also argued that the systems engineering perspective represented by ConOps is essential for discussing 

appropriate risk assessment in a system such as a UAV, which is expected to be equipped with diverse 

modes of operation and new technologies.

　Keywords:  Systems engineering, Model-based risk analysis, UAVs, Drones, Concept of operations

1．Introduction
There is a wide range of possible applications for small uncrewed （or unmanned） aerial vehicles （also known 

as “drones”）, such as for inspection, agriculture, construction, and photography. In Japan, the scope of drone 

utilization will be expanded through the realization of unassisted beyond-visual-line-of-sight �ights in uncrewed 

areas （i.e., Level 4 �ight）. Given the intensi�cation of disasters in recent years, the use of drones in special 

operations during disasters is expected to greatly strengthen the resilience of infrastructure facilities.

The utilization of drones in disaster countermeasures is expected to meet with high social acceptance 

because their benefits and importance are easy to communicate to citizens. The use of drones in disaster 

countermeasures is a scene that may result in the social implementation of drones in other areas. In a survey of 

Nor th American citizens, firefighting and rescue were the most suppor ted areas of drone use for 

conservation［1］. In a survey of Japanese �re�ghters, 98％ of the respondents （84 people） responded that the 

use of drones during command activities is effective in the early stages of a fire［2］. The Ministry of Land, 

Infrastructure, Transport and Tourism in Japan has long indicated the need for uncrewed aerial vehicles and 

the need for real-time information transmission as an initial response to large-scale natural disasters［3］. In the 

United States, about 20 drones are used for firefighting in Oregon, California, Colorado, and other states., 

where forest �res are common, and the number of drones is increasing due to the recent development of the 

federal Wild�re Management Technology Act［4］. In Europe, there are examples of the use of a system （called 

Fotokite Sigma） that supports �rst responders to the scene of a �re with information from the sky through fully 
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autonomous drone control. In Japan, 27％ of �re�ghting headquarters own drones, and 69％ of these have a 

track record of actual utilization （as of June 2019）［5］. 
1‒1　Challenges in risk assessment of implementing drones for services

Drone usage involves elements of high uncertainty, such as gusts, aircraft conditions, probability of collision 

with static and dynamic objects, etc., and risk assessment is essential to undertake a safe �ight. Under the Civil 

Aeronautics Act in Japan, there is a growing awareness that the airworthiness of drones should be as safe as 

commercial transport aircrafts but at the same time, it is unrealistic to apply the standard developed for 

commercial transport aircraft as is, given its nature. The safety standards for airworthiness certification of 

commercial transport aircraft include airframes, engines, propellers, and other items, emphasizing the safety of 

passengers. On the other hand, drones are required to have a wider range of safety aspects compared to 

commercial transport aircraft, such as not harming people on the ground or other �ying objects in the air. From 

this perspective, the U.S. Federal Aviation Administration and the European Union Aviation Safety Agency have 

established their own safety standards for drones. In particular, the latter adopts a �exible operational posture 

based on category criteria according to aircraft and operational risk［6］. However, risk assessment technology 

for the safety and reliability assurance of drones is still under development. Related laws and regulations are 

also in a transitional period. Because of such circumstances, drone manufacturers and operators still have 

dif�culties observing successful experiences of drone operational risks, bene�ts, and values to study. 

Traditional risk analyses （e.g., FHA, FMEA） as well as safety and reliability assessments were often taken 

based on manual work such as using documentations and spreadsheets, for each piece of aircraft and 

component. If it is a document-based risk assessment, people must redo analyses from scratch for each 

different operation.

Due to the complexity of drone operations especially for disaster relief usage, it makes it dif ficult to 

accomplish necessary risk assessments. Safety criteria and metric may vary in accordance with operational 

scenario and background conditions. Drones require various risk analyses, depending on the combination of 

components for each situation. In addition, drones are eager to adopt new technology for better performance so 

risk analyses must be updated whenever the system is upgraded not only for operational risk mitigation, but 

also for the certi�cation of aircraft conformity. The problem is conducting risk assessments for drones with 

various operational scenarios increase development term and cost. At the end, the price of a drone becomes 

very expensive. It is undesirable for society to implement drone technology. Now, people require more ef�cient 

risk assessments and analyses technology that is suitable for drones due to the diverse operational scenarios 

and functions of drones.

In this research, an attempt is made to develop a new technology which makes achievable and reasonable 

risk assessments necessary for dronesʼ development even though their intended operations are complex. This 

paper shows the risk assessment technology for complex operation drones using model-based systems 

engineering methodologies.

As a supplemental information, classical document-based risk assessments are still often conducted for 

airworthiness certi�cations these days. Due to its workload, most of the cases, people identify highest critical 

condition of operations and then conduct multiple risk assessments methods, referred by aircraft development 

standards, for only such critical condition. The logic is if the highest risk is mitigated, other conditions must 

also satisfy its safety. This logic is acceptable and reasonable only if operation conditions are simple and 

standardized like commercial transport aircrafts these days. This is dif ferent for drones as described in 
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previous section. Agile development and operation is required for drones, which are expected to operate 

�exibly on a single aircraft, and risk analysis must be agile as well. The risk analysis needs to be agile as well. 

However, no risk assessment method has yet been proposed to achieve this.

Instead of limiting operational conditions to simplify analyses, new technology of model-based risk 

assessments enables to define multiple operational conditions in model settings, and to conduct various 

analyses and generate results automatically for different settings by changing settings.

1-2　Model-based risk analysis
Model-based risk analysis constructs a system model �rst with considerations of operational environments, 

drone con�gurations and its safety goals. This is expected to enable advance multifaceted and multi-analytical 

assessments of the required reliability that is associated with changes in operations conditions and safety goals.

For example, the operation of formation �ights using multiple drones is expected to be used in the event of a 

disaster and its relief purpose. It is said that redundancy is an essential advantage of a multi-robot system 

composed of multiple robots. Likewise, ef ficient operation is possible by collecting data using camera 

photography with multiple drones. However multi-drone system （formation �ights operation condition） risk 

assessment is more dif�cult compared to single drone �ight operation. With model-based risk assessments, it 

is easier to perform analyses because it can be viewed as a single system as system of systems by applying 

replicating single drone model and building multi-drone systems. This is another bene�t of using model-based 

technology. The purpose of this study is to attempt to develop a feasible and rational method for risk 

assessment for drone development, even if the intended operation is complex. In addition, we performed a risk 

assessment technique for drones that perform complex operations using model-based systems engineering 

methods. Model-based risk assessment can immediately respond to changes in configuration values by 

building models, and we will apply this method to a drone system based on formation flight to verify its 

signi�cance.

2．Methods
The significance of model-based risk assessment as a risk evaluation method using multiple drones is 

discussed from the perspectives of design reliability and operational criticality. For risk assessment in design, 

Risk Priority Number （RPN） is used to quantify potential failure causes. RPN is one of the metrics used in the 

risk evaluation tool FMEA （Failure Mode and Effects Analysis）. The focus is on quantifying operational 

reliability using Mean Time To Failure （MTTF）, which denotes the average time from when a product starts 

operating to its �rst failure. Itʼs a metric used to assess the reliability of products or systems. A comparison was 

made between evaluations based on individual drones and evaluations of the entire system. To calculate these 

values, the model-based Reliability, Availability, Maintainability, and Safety （RAMS） simulation MADe© was 

used. The MADe© complies with the Society of Automotive Engineers ARP4761/4754［7, 8］. The procedure for 

constructing a model in MADe© is as follows.

・　Step1: De�ning functional concept.

・　Step2: De�ning basic required functions.

・　Step3: Hazard de�nition

・　Step4: Setting mission pro�les and environmental conditions.

・　Step5: Creating a function block diagram and interrelationships.

・　Step6: Calculation of criticality （MTTF） and reliability （RPN） for each component.
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A ConOps was formulated for the societal implementation of fire support drones, and environmental 

parameters to be input into the model-based risk assessment through a systems engineering approach were 

assumed［9］. To grasp the basic flight conditions of the drone, factors such as context, mission profiles, 

temperature, and dust that affect the performance of the drone were considered. Modeling for risk analysis 

assuming actual operation was conducted. The purpose of this study is to demonstrate the significance of 

model-based risk assessment, which allows for �exible risk analysis by constructing a model. Some of the set 

values use provisional values discussed in the ConOps as assumptions. Below, an overview of the procedures is 

presented for each.

2‒2　Step1: Defining functional concept
In this study, three rotary-wing drones equipped with a 360° camera and Light Detection and Ranging 

（LiDAR） were used to construct a real-time 3D model of a fire situation inside a high-rise building. It is 

assumed that there is an operational con�guration of one master drone and two follower drones, with formation 

�ight operation in mind （Fig.1）.

2‒3　Step2: Defining basic required function
The most fundamental function required in this system adopts the definition of safe flight by Quinones-

Grueiro et al. （2021）［10］, which consists of four functions: stable �ight, understanding the aircraftʼs position, 

grasping the aircraft's condition, and conducting missions. Furthermore, in this use case, these functions were 

further de�ned in detail as follows. In the model within MADe©, settings were made to de�ne situations where 

these basic required functions cannot be realized as failures （Table 1）.
2‒4　Step3: Hazard definition

For the safety flight constraints, we followed Quinones-Grueiro et al. （2021）［10］ and set constraints for 

ensuring in-flight safety, including the distance to nearby obstacles, remaining battery charge, and a risk 

threshold （an integrated index of collision probability and battery depletion probability）. If any of these 

conditions are not met, an emergency landing is executed. In risk analysis, factors that do not satisfy these 

conditions are also considered. Typical examples include gusts of wind, degradation, and collisions［10］.

Fig.1　Formation �ight relationship between drones.
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2‒5　Step4: Setting mission profile and environmental conditions
We created a mission pro�le that outlines the droneʼs status from the start of its �ight, through its mission, 

until its return landing. For describing mission phases, we selected parameters like battery usage, distance to 

the target fire building, and gas temperature. The mission profile, based on the formulation of ConOps is 

illustrated in Fig.2. Information on the environmental conditions under which a real-time 3D space is assumed 

to be constructed at a building �re scene was collected through interviews with experts, and environmental 

factors to which the drone is subjected were organized based on the de�nition in MIL-HDBK-217F （Table 2）. 
These were used as inputs for the model-based risk analysis.

2‒6　Step5: Creating a function block diagram and interrelationships
A functional diagram was created to show the causal relationships of the target functions as a block diagram. 

This leads to the selection of output parameters that can monitor the causality of failures and integrity. The 

input and output between parts are de�ned, and the connection of the entire systemʼs parameters is organized. 

Fig.2　De�ned mission pro�le

Table 1　Basic functional requirements.

・Flight stably

　 ・Provide power

　 ・Gain lift

　 　 ・Gain thrust

　 　 ・Maintain strength

　 ・Navigate

　 　 ・Avoid collisions

　 　 ・Calculate �ight path

　 ・Receive behavior objectives

・Determine aircraft position

　 ・Obtain oneʼs coordinates （map） data via GPS.

　 ・Determine a location via camera

・Understand aircraftʼs condition:

　 ・Collect monitoring （health value） data.

　 ・Predict degradation using an analysis algorithm.

・Execute the mission.
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Each drone controls its lift by exchanging voltage signals and rotation speeds between the airframe and the 

rotor. The airframe receives control inputs from the pilot and signals from sensors. The base station is where 

aircraft information and �re information are integrated. 

As an example of a function block diagram, a diagram related to operation is shown in Fig.3.

Additionally, function block diagrams for the aircraft control section, receiving section, sensor section, �re 

observation section, camera section, and rotor section were created, de�ning the relationships between each 

function. Based on these models, speci�c connection relationships for various signals were input into MADe©. 

Table 2　Operating environmental factors

MIL-HDBK-217F Environmental factors Drone �re response applicable risk Ratings in MADe

Acceleration Gusts of wind, Hot air, Updrafts, etc. High

Pressure Gravity acceleration, Temperature difference, Atmospheric 
pressure

High

Vibration Motors, Rotors, Unstable atmosphere High

Radiation （Nuclear） Very Low

Solid contamination Ash, Smoke, Cinders High

Liquid contamination Water vapor, Fire extinguishing agents） High

Gaseous contamination At sea, Near coasts, Near industrial areas Very High

Temperature Radiant heat Very High

Humidity High

Shock Impact of birds and insects Medium

Electromagnetic radiation Electric lines, Radio waves, Factories, and other areas with 
strong magnetic �elds

Low

Fig.3　Function block diagram of systems related to operation.
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A flow diagram of the interrelationships among the three drones is shown in Fig.4 as an example of the 

interrelationships.

In this �re�ghting support scene, we assumed that three identical drones would be used. Therefore, one 

drone model is simply copied to the three drones, and any functional connections among the drones are 

de�ned with additional dependency �ows. Since it is dif�cult for classical risk assessment methods to handle 

such multiple system-of-systems, reliability must be assessed separately for each drone. The model-based 

approach used in this study allows the construction of an arbitrary number of drone systems by simply copying 

a single drone model.

2‒7　Step6: Calculation of criticality （MTTF） and reliability （RPN） for each component
Based on these input models and settings, the MTTF is calculated as the criticality. MTTF is also the mean 

time to failure of a product［11］; the longer it is, the more reliable the product is. In general, MTTF is de�ned as 

follows.

MTTF＝ Total hours of operation
Total number of assets in use （＝Total numbe of failure）

MTTF is calculated as the minimum required reliability assigned to each component when the target 

reliability of the system is 99.9999％ of the required reliability of the drone after 100,000 uses.

The RPN is calculated as a value to evaluate the reliability. This is also described in IEC 60812: “Depending 

on the FMEA or FMECA, the degree of dif ficulty of fault detection should be added to the impact and 

probability of occurrence in the risk assessment”［12］. In general, RPN is de�ned as follows. 

Fig.4　Flow diagram of the interrelationships among the three drones.
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RPN＝Occurrence of failure mode×Degree of severity×Degree of detectability

3．Results
The ELF （Environment Load Factor） is the relative severities of potential operating environments［13］, 

which is an integrated coefficient representing the influence of reliability due to difference from nominal 

condition. The building �re siteʼs ELF （Environment Load Factor） was calculated to be 0.548 when the ELF of 

the nominal environment was set to 1. This means operation at the �re site is more stressful and severe so then 

droneʼs reliability becomes less. ELF of 0.548 is a relative coef�cient to determine expected reliability under 

different environment condition compared to nominal condition. Overall ELF for entire mission pro�le de�ned 

in Fig.2 is determined by combination of nominal environment and fire site environment based on mission 

pro�le de�ned for this model. The total mission �ight is assumed to contain 60％ of nominal �ight and 40％ of 

�re site. Based on this assumption, the �nal coef�cient impacting drone reliability was found to be 0.82. Based 

on the above, the MTTF in a clear sky flight was multiplied by 0.548 to output the MTTF in a fire scene 

environment （Table 3）. 
In Table 3, the allocated MTTF for each component are listed. This allocated MTTF numbers are calculated 

Table 3　MTTF comparison by item （F.F.: Formation Flight）.

Category Item Single �ight Master （F.F.） Follower （F.F.）

Communication Ground Controller 3.57E＋11 3.57E＋11 3.57E＋11

System Receiver （Ground Controller （2.4GHz）） 1.71E＋13 5.71E＋13 9.03E＋09

Receiver （5G Communication） 1.71E＋13 5.71E＋13 9.03E＋09

Receiver （920MHz communication） 1.71E＋13 5.71E＋13 9.03E＋09

Receiver （Remote ID） 1.71E＋13 5.71E＋13 9.03E＋09

　 Transmitter 4.28E＋12 5.71E＋12 9.03E＋08

Sensor system Gyro Sensor （Sensor Section） 3.00E＋13 1.00E＋14 1.58E＋10

Acceleration sensor 3.00E＋13 1.00E＋14 1.58E＋10

Electronic compass 3.00E＋13 1.00E＋14 1.58E＋10

Airframe thermometer 3.00E＋13 1.00E＋14 1.58E＋10

LiDER 3.00E＋13 1.00E＋14 1.58E＋10

GPS sensor 3.00E＋13 1.00E＋14 1.58E＋10

Barometric altimeter 3.00E＋13 1.00E＋14 1.58E＋10

Gyro sensor （�re observation section） 2.67E＋06 3.62E＋06 3.96E＋05

　 Gas sensor 2.67E＋06 3.62E＋06 3.96E＋05

Camera system 360° camera 2.67E＋06 3.62E＋06 3.96E＋05

Visible light camera 1.34E＋06 1.81E＋06 1.98E＋05

　 Infrared camera 1.34E＋06 1.81E＋06 1.98E＋05

Computer system Mission computer 8.57E＋12 2.86E＋13 4.52E＋09

Flight controllers 8.57E＋12 2.86E＋13 4.52E＋09

　 ESCs 1.43E＋12 2.86E＋12 4.52E＋08

Mechanical Motor 1.56E＋09 2.21E＋09 2.78E＋07

Rotor 1.56E＋09 2.21E＋09 2.78E＋07

Structure 2.86E＋12 5.71E＋12 9.03E＋08

Brushless motor 2.67E＋06 3.62E＋06 3.96E＋05

Electrical Battery 3.91E＋08 7.13E＋08 8.97E＋06
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from top level system target reliability and equally distributed based on component functions relationships 

defined in the model. The input value of this analysis is four-digit. This comparison shows dif ference of 

required MTTF for each component within the systems. There are three different usage operational cases 

compared, single �ight, master drone in formation �ight and followersʼ drone in formation �ight. It can be seen 

that the follower drone in formation �ight require less MTTF even though drone is same as master drone.

Additionally, Figs.5 and 6 show the risk priority number （RPN） results for each component of the single 

flight and formation flight. RPN is defined by FMEA as the product of Severity, Occurrence and 

Detectability［12］. Figure 5 shows top RPN ranking for single flight, and Fig.6 shows top RPN ranking for 

formation �ight. As it is seen, the ranking is varied due to the severity and occurrence difference between these 

two operations cases even though the mission goal is same. For example, the battery is most critical to the 

systems in both operation cases; however, mission computer and 5G communication system is more important 

for formation flight because these functionalities are used for maintaining three drones system flight in 

Fig.5　RPN by component （Single �ight）.

Fig.6　RPN by component （Formation �ight）.
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controlled formation. 

These figures are some examples output from model-based risk assessment. In classical approach of 

document-based, it is dif�cult to see the risk criticality difference between single �ight and formation �ight. 

The advantage of Model-based risk assessment is visualization. As described in above, if risk analysis result 

tells battery and camera risks for mission success, when drones used in formation �ight, communication failure 

risk may not be solved by effective countermeasure and then the mission can be failed due to the lack of 

robustness for these functionalities.

4．Discussion 
During the discussion on the examination of ConOps, current fire site-related issues were extracted, and 

actual technical and social issues were clari�ed. It is important to use these issues and their ideal forms as a 

basis for discussing what kinds of environments and timeframes should be used to operate drones at actual �re 

sites, and what con�gurations should be used and for what purpose.

It can be seen from Table 3 that the MTTF of the master drone must be higher than that for single-drone 

operation as the required reliability for formation �ight. It was con�rmed that the reliability of the master drone 

in terms of the formation control method affects the reliability of the entire system. It can also be con�rmed 

that the communication system has the greatest impact on the required reliability during formation flight, 

followed by the sensor section.

The concept of aircraft authentication for normal crewed aircraft involves safety assessments by assessing 

the reliability of the aircraft itself. Meanwhile, if there are many variations of operations and functions such as 

drones, then it is necessary to consider each pattern. For example, mission request functions for purposes such 

as data collection by formation �ight give priority to what can be achieved as a mission even if there is a loss of 

function of the entire system that consists of multiple drones. In such cases, the reliability of related functions 

and components can be adjusted. Meanwhile, the emergency avoidance function for collisions and crashes 

requires independent reliability for each drone, even in formation �ight. Even with drones of the same model, 

when roles are divided into master and follower drones in the formation �ights like in the present case, it is 

possible to quantitatively con�rm that the required reliability differs for each role.

As can be seen from the average RPN of the components by FMEA （Figs.5 and 6）, the highest priority 

being the battery is a common feature to both single drone and formation �ight. Meanwhile, in the formation 

�ight, it can be con�rmed that the mission computers, base stations, and transmitters are the most important 

components after the battery. It can be seen from these results that, in cases where the drone designer decides 

that the communication specifications assume the operation of a single drone, the performance may not be 

suf�cient depending on how the user uses the drone. When there are variations in usage, such as drones with 

single-�ight capabilities vs. those with multi-�ight capabilities, there is a question of how to set uniform safety 

standards.

5．Conclusion 
There is potential for the use of drones in disasters as a socially acceptable practice. Meanwhile, a risk 

assessment method that can flexibly compare results is essential for implementing complex and changing 

systems. In this study, we seek to conduct a risk assessment when the mission is to collect building fire 

situational data using multiple drones by implementing a realistic model-based risk analysis after conducting 



Model-Based Risk Analysis for Multi-UAV Operation: A Case Study of Fire�ghting Support Using Formation Flight � 25

basic concept examinations （i.e., ConOps） using systems engineering approach.

Even if there is no physical connection, the integration of components that have a significant impact on 

mission success and safety can be considered as a single system （i.e., system of systems）, and it was shown 

that a reliability analysis of the entire system was effective. Meanwhile, it was also suggested that it is important 

to subdivide and assess the reliability of the entire system by each operation, function, and technology 

（component） linked to them. For example, if the environmental load at the fire site was prepared for each 

component, then the required reliability could be calculated in more detail.

The approach in this research contributes to the improvement of technologies for the reliability assessment 

of objects such as drones, which are complex and are expected to be used in many ways. In the future, we can 

expect to assess the maximum availability and reliability from the perspective of not only the aircraft but also 

the social system.
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ドローンの型式認証における安全設計活動に
貢献する MBSE 活用提案
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無人航空機（ドローン）の型式認証では，安全性，品質，均一性等を示すために要求基準を多数の適合
性証明手法（MoC）を組み合わせた認証試験資料等の提出が求められる。要求基準やMoCは文書で提
供されるため，その内容をモデル化することで要求基準とMoCまた提出資料との関係性を明確にする
ことが複雑な認証活動に有効と考えられる。また，機体の基本的な構成要素および外部環境をモデル化
し，認証用のモデルと関連付けることは，完成後の機体の具体的な認証作業を効率化するとともに，新
たな機体を設計する際にも機体性能の確保とともに，型式認証作業の効率化に貢献できる。本論文では，
第二種機体認証を想定した安全認証に対するモデルと仮想的なドローンの設計モデルを SysMLモデル
にて階層的に構築し，ドローンの型式認証における安全設計活動に貢献するMBSE活用の提案を行う。

　Keywords:�無人航空機，ドローン，MBSE，SysML，型式認証，NEDOプロジェクト

MBSE Case Study Contributing to Safety Design 
Activities in Drone Type Certification
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CYBERNET MBSE Co., Ltd.＊1
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Type certi�cation of unmanned aerial vehicles (drones) requires the submission of certi�cation test 

documents that combine the required criteria with several methods of conformity certi�cation (MoC) to 

demonstrate safety, quality, uniformity, and so on. Since requirement criteria and MoCs are provided in 

documents, it is considered effective for certi�cation activities to clarify the relationship between requirement 

criteria, MoCs, and submitted documents by modeling their contents. In addition, modeling the basic 

components of the aircraft and the external environment and relating them to the model for certi�cation will 

streamline the certi�cation process for the completed aircraft.In this paper, we propose the use of MBSE to 

contribute to safety design activities for type certi�cation of drones by constructing a model for safety 

certi�cation and a drone design model in a hierarchical manner using a SysML model, assuming Type 2 

certi�cation.
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1．は　じ　め　に
我が国においては，航空法上の無人航空機（本稿ではドローンともいう）の有人地帯での目視外飛行等，
これまで禁止されていた「レベル 4（第三者上空での目視外）」飛行を制度化するために，2022年 12月 5日
に新たな航空法が施行された。その一つが，ドローンの機体の安全や均一性を構築するため，従来の有人航
空機に倣うドローンの型式認証（海外では有人航空機と同様に型式証明，TC：Type Certi�cate）の仕組み
で，国土交通省航空局より示された検査要領サーキュラー（No.8­001「無人航空機の型式認証等における
安全基準及び均一性基準に対する検査要領」，以下，サーキュラー）［1］として通知された。なお，サーキュ
ラーとは航空法に基づき発行される通達のうち，特に関係者に周知・明示したい内容が体系化して通知され
る内容である。
型式認証では，製造メーカと航空局または登録検査機関の共同作業として，設計検査や製造過程の検査が
基準に従って執り行われる。この型式認証が社会に受け入れられた制度として機能するためには，認証にお
ける作業そのものが正しく関係者に理解され，一定以上の品質で執り行われる必要がある。そのため，型式
認証における手続き，安全基準及ぶ均一性基準に対する適合性証明方法の事例などをとりまとめた「無人航
空機の型式認証等の取得のためのガイドライン」［2］（以下，航空局ガイドライン）が航空局から発行された
（後述の第二種型式認証を対象としている。なお，サーキュラー，航空局ガイドラインは 2024年 3 月に改定
が予定されているが，ここでは改定前のものを対象とする）。
航空局ガイドラインでは，前述したサーキュラーの要件をベースに安全基準とその適合性証明方法（MoC，

Means of Compliance）の案（以下，安全基準等）が示されている。一般的には，基準とは「重量が xx以下
であること」等の数値目標とともに示される設計要件とイメージされがちであるが，型式認証における安全
基準は概念的で，それを証明するMoCもガイドラインにおいて事例や案として，選択肢の一つが示されて
いるにすぎない。こうした安全認証の方式は「Performance-based Regulation」と呼ばれ，有人航空機にお
いては米国連邦航空局（以下，FAA）が，小型航空機の審査方式（Part23）として 2017年に採用し，我が
国でも 2021年に小型機（N類）の耐空性審査要領 第 II部が同様に改定された［3］。こうした方式は設計の
自由度を広げ，あらたな技術の採用を促すものと解釈されるが，基準案，MoC案ともにいずれも文章によ
り提供されるため，その理解に時間を要し，さらに，それらは随時更新されうるものであるため，その変更
の影響を理解するのも容易ではなく，型式認証の申請者にも審査者にも手続きを複雑化させるという指摘も
ある［4］。
上記の課題を克服するために，Model-Based Systems Engineering （MBSE）を活用し，FAAの Part23と
そのMoCとの関連性を整理する発表がなされている［4］。本論文では，我が国のドローン機体認証におけ
る安全設計活動を想定し，航空局ガイドラインが示す認証プロセスにおける安全基準等をMBSEにより構
造化した。さらに，標準的なドローンのMBSEによるモデルを想定し，機体モデルと機体設計プロセスの
モデルとの階層構造化を試み，認証要求と機体設計の相互作用効果が確認できることを提案する。MBSE

はステークホルダの関係をしめすユースケース図，システムと外部の関係を示すコンテキスト図などを用い
て設計情報を図的，俯瞰的に示すのに適したツールであり，開発要求と開発システムの関係性を構造化する
ために適しているといわれる。これまでに宇宙機（具体的なモデル事例［5，6］）や自動車の自動運転（Google 

Scholarで Automatic Drive/MBSEでの検索で 2018年以降でも 1,000件以上の論文が公開）へのMBSEの
適用事例が報告されている。我が国のドローン型式認証の安全要求と機体設計を総合的にMBSEによりモ
デル化した例は報告されていない。
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2．ドローンの型式認証と MBSE の寄与
2‒1　ドローンの型式認証制度
ドローンを，レベル 4で飛行させるには，飛行エリアの地上の第三者を排除させる立入管理措置を講じる

など，航空法第十一章「無人航空機」，第二節「無人航空機の安全性」，第一款「機体認証等」において第一
種機体認証と，第三節「無人航空機操縦者技能証明等，第一款「無人航空機操縦者技能証明」において一等
無人航空機操縦士の資格が要求される。これはレベル 4飛行を実現させるための条件であるが，これまで，
立入管理措置を講じて飛行許可を得ることができた特定飛行においても，第二種機体認証と二等無人航空機
操縦資格を設け，特定飛行においてもある種の飛行を行う際には許可承認を不要とすることが可能となっ
た。型式認証は大量生産を前提とした機体型式に対する機体認証を意味し，第一種と第二種が存在すること
になる。型式認証の安全基準および製造の均一性基準に対する検査要領に関しては，国土交通省令で定める
ことと航空法で規定された。
省令のうち安全基準は，FAAのドローンに対する規定 14 CFR（Operating and Flight Rules）§21.17（b） 

を参考としたと推察され，以下の区分で構成されている。
001　設計概念書（CONOPS）
005　定義
100　無人航空機に係る信号の監視と送信
105　無人航空機の安全な運用に必要な関連システム
110　ソフトウェア
115　サイバーセキュリティー
120　緊急時の対応計画
125　雷
130　悪天候
135　重要な部品（フライトエッセンシャルパーツ）
140　その他の必要となる設計及び構成
200　無人航空機飛行規程
205　ICA（無人航空機等に対する点検及び整備を行うための手順書）
300　耐久性および信頼性
305　起こりうる故障
310　能力および機能
315　疲労試験
320　制限の検証
特に第二種に関しては，最大離陸重量が 4 kg未満，4 kg以上 25 kg未満，25 kg以上によって適用の差異

があり，さらに 25 kg以上では飛行方法による差異も存在する（詳細はサーキュラーを参照のこと）。この
安全基準の特徴は，「セクション 001 設計概念書（CONOPS）」において，想定される運用を定義して，試
験及び運用限界の値と範囲を要件付け，その要件に従い基本的には飛行試験によって実証することにある。
すなわち，従来の有人航空機の型式証明制度のような設計プロセスから審査を開始するのではなく，完成機
体の飛行試験が検査の基本となる。
この制度は，1章で述べたように Performance-based であるため，安全要求が記載されるに留まる。安全

基準に対する適合性証明方法（MoC）の事例などは，均一性基準の証明方法とともに第二種の機体を想定
して航空局ガイドラインとして発行されている。ただし，航空局ガイドライン自身も，航空機の認証に精通
した者以外には理解が容易でないことから，NEDO（国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発
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機構）次世代空モビリティの社会実装に向けた実現プロジェクト（通称：ReAMo プロジェクト）［7］「無人
航空機の認証に対応した証明手法の事例検討」ワーキンググループ等においてドローンの第一種╱第二種 機
体の認証の認証ガイドラインや手順書，解説書等の作成が進行している。ただし，こうした情報は，文書で
提供され，その内容も適宜更新されることが想定されるため，その内容を理解し，継続的に最新の情報を維
持させていくことは容易でない。そこで本論文では，MBSEを用いて，第二種型式認証における安全性設
計活動に焦点をあて，航空局ガイドラインの安全認証にかかる要求と，申請の際に求められる成果物およ
び，それらを裏付けるMoCの関係性をモデル化することを試みる。さらにドローンの基本的な構成要素と
の関係性もモデル化する。これは，完成機体の安全評価を行う際に，ドローンの機体要素との関係まで理解
ができ，安全要求が変化した際の機体の再設計や，逆に機体を設計変更した際の安全要求への影響を確認で
きる。また，新規機体の設計段階から，型式認証取得のために考慮すべき事項が明確になることを目指すた
めである。
2‒2　MBSE による安全設計
ドローンは空飛ぶコンピュータとも言われるが，多数の先端技術で構成されるハイテク機器である。構成
部品としては，技術的な開発が求められる部品と，市販製品（COTS：Commercial Off The Shelf）やオープ
ンソース型のソフトウェア／ハードウェア等の形態でコモディティ化がされた部品が統合されて構成されて
いる。ドローン創りを技術的側面から考えると，要求を実現する技術要素の組合せに対し，制約として安全
基準等が統合され，システムとして成立する条件を探す活動とすることで型式認証取得が可能となると考え
られる。
機体システムの安全設計においては，使用される環境において想定されるリスクを評価し，許容されうる
リスクレベルに管理することが求められる。ドローンのリスクアセスメントに関しては各国航空局が参加す
る JARUS（Joint Authorities for Rulemaking of Unmanned Systems）により開発されている SORA（Speci�c 

Operations Risk Assessment）という手法があり，わが国の法制度や利用環境に適合させた「安全確保措置
検討のための無人航空機の運航リスク評価ガイドライン」が福島ロボットテストフィールドより発行されて
いる［8］。

SORAにおいてはドローンの運用コンセプト（CONOPS：Concept of Operations）を規定したうえで，リ
スクアセスメントを実施することが記されており，機体の型式認証においても CONOPSを設計概要書とし
て規定したうえで，機体の安全基準等を満足することが求められる。このようにドローンは実際の利用を通
して開発されるシステムではあるが，運用に関するユースケースを想定したうえで型式認証プロセスを実行
することが求められている。設計としては仮説的に CONOPSを抽出し，かつアジャイルとして開発が進め
られる中で，CONOPSが変化することもある程度までは許容しながら進められる開発体制を構築する必要
が，安全設計の側面からも確認できる。
よって本論文では，筆者らの知見によりリスクアセスメントもモデルとして表現し，航空局ガイドライン
の安全基準との関係をMBSEとして示すことで，機体設計における安全基準の制約条件を見出すことを試
みる。なお，前節のように，現状の型式認証は，基本的には，機体の飛行試験にもとづき，基準への適合性
を求めているが，新たな機体設計時に，設計当初から安全基準等の制約を考慮した設計開発ができるように
機体のモデル化も本論文では含めることとしている。このような状況においてのドローンの機体開発は，シ
ステムの成立条件への制約の調整作業と捉えることができる。システムを創っていく活動では 3つのシステ
ム（1．開発中のシステム，2．開発物の周辺システム，3．開発のためのシステム）が存在する［9］といわれる。
例えばドローンの場合，1．ドローンそのもの，2．ドローンが使われる環境や周辺システム等，3．ドローン
開発のための設計ツールやプロセス等（型式認証も含まれる）となる。この 3つのシステムの関係性におい
て 3は，ものづくりの成功のためには 1，2を理解して機能する必要があり，本稿で取り組むMBSEは 3で



ドローンの型式認証における安全設計活動に貢献するMBSE活用提案� 31

あり，1，2を管理する技術といえる。

3．ガイドラインを組み込んだ MBSE 設計情報構造
3‒1　設計情報構造概略
航空局ガイドラインをMBSE実現のためのモデリング言語の一つである SysML［10］にてモデル化するに
あたり，モデル構造を社会，規格，機体設計の 3層 Layer構造とした。図 1にモデル概略図を示す。
最上位階層（Layer0）においては，航空局ガイドラインの存在意義を製造者と認証者の達成すべき目標を
示すユースケースから導出し，以降の階層の導入部とした（図 1では適用事例①）。第二階層（Layer1）は，
航空局ガイドライン本体をモデル化した。第三階層（Layer2）では，実設計における機体別のモデル化を実
施した。第二階層（Layer1）と第三階層（Layer2）について以降で説明を行う。

3‒2　Layer1 航空局ガイドラインのモデル化
Layer1では，航空局ガイドライン［2］要件（及びベースとなったサーキュラー）を要求図にてツリー構造
としてモデル化（図 1②）した。また各セクション別（航空局ガイドライン内のセクション 001/005/100…）
の成果物構造としてモデル化（図 1③）を行った。成果物内の CONOPSについては，詳細なモデル化を実
施し Layer2での活用を行うひな形情報として構成した。航空局ガイドライン内ではセクションとの考え方
も構成されており，各セクションを一つの要素となるようモデル化（図 1④）した。セクション内で取り
扱われるMoCについても構造化しモデル化（図 1⑥）した。実モデルについては，4章必要箇所にて随時
説明図として示す。図 1⑤については後で説明する。
次にモデル化された要素間のつながりを説明する必要がある。図 1で吹き出し（「マトリクス」）で示し
た 3か所を SysML要素のつながりがわかるようマトリクス化した。ここでは一例のみとなるが，図 2に
CONOPSと要求の関係マトリクスを抜き出して示す。図においてソースとなる 001（a）～（h） がセクション
001の要求で，ターゲットとなる列が本論文で想定する CONOPSの項目である。図中の矢印は要求を満足

図 1　ドローンの型式認証に必要な設計情報の構造を示すモデルの概略図
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する項目の関係性を示し，マトリクス化することで両者の関係性を俯瞰できる。
なお，CONOPS記述内容や航空局ガイドライン要求との関係などは本論文で想定したもののため，今後
変更される可能性がある。ここでは，関係性の内容については議論せず，設計を実現するための構造として
モデル化が活用できることを議論の対象とする。

最後に図 1⑤のモデル化だが，③，④，⑥を要素として使いながら，②を元にした振る舞い（各要素間
のやり取り）をモデル化した。航空局ガイドラインにはセクション別の作業内容が示されているが，それぞ
れの成果物の関係性については読者が整理しながら読み進める必要がある。ここでは，この関係性を整理
し，セクションをまたいで作る成果物の関係が確認できるようにした。図 3にセクション間の振る舞いに
よる関係性を抜粋して示す。セクション間には複雑な関係性が存在することが読み取れる。さらに，各セク
ション内で具体的な作業の解析も実施しており，設計情報のつながりや CONOPS，無人航空機飛行規程，
ICA等がセクションにまたがって影響を及ぼしていることが確認できた。
また，航空局ガイドラインでの言及はなされていないが，具体的な作業を考えた場合に影響関係があるセ
クション間の振る舞いが存在する。例えば「セクション 305起こり得る故障」と「セクション 120緊急時の
対応計画」の間には航空局ガイドラインでは直接的な言及がなされていないが，実設計においては関係が出
てくるシステムが多いと考えられる。モデル内では航空局ガイドラインに合わせた関係性としたが，今後の
認証の進化とともに航空局ガイドライン自体の充実も必要であることを指摘できる。こうした修正は，いっ

図 2　CONOPSと要求の関係マトリクス
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たんMBSEによるモデル化を行っておけば容易に反映させことができる。こうした点もMBSEによるモデ
ル化の利点といえる。

3‒3　Layer2 標準的なドローン構造のモデル化
Layer2では，MBSE設計情報構造の確認のためにドローンの機体設計を Platform Independent Model

（PIM）としてモデル化を行った。ここでは，無人航空機分野 サイバーセキュリティガイドライン Ver.1.0

［11］（以下，セキュリティガイドライン）に示される「図 2­1ドローンの汎用的なシステムモデル」を参考
として活用した。セキュリティ考慮のため制御に寄ったアーキテクチャであり，例えば機体に必要な灯火等
の情報は載せられておらず，モデル化においても注記のみとした。（実機開発と考える場合，これを航空局
ガイドラインモデルとの比較により設計漏れと解釈することもできる）
なお，セキュリティガイドラインの図はMBSEにおいてはコンテキスト図（ドローンと外部環境との関

係性を示す図）と捉えることができる。周辺システム内に存在する設計上対象とするシステム（SOI：
System of Interest）が示されているためである。これは 2­1節でしめした「2．ドローンが使われる環境や周
辺システム等」であり，MBSEにおいて管理すべき情報の一つといえる。ここでは 2．を簡易的に分析した
結果，周辺環境へのリスクを分析する必要があることから，追加要素として「その他ステークホルダ」や
「他の航空システム」を割り当てた。

図 4に PIM-drone構造を示す。図 5に PIM-droneシステムのコンテキスト図を示す。
図 5において，「：ドローン本体」と「：地上制御局（GCS）」が一般的にはドローン製造者にとっての

SOIになると考えられる。また，各要素に矢印が示されたポートが配置されているが，やりとりされる信号
等の情報についてもモデル化が行われている。SOIの周辺環境との相関を分析することが図 5の主目的であ
る。そのため，ドローン本体内部等は，要素を並べるだけにとどめており詳細な設計は当論文では対象とし
ない。
3‒4　Layer2 における個別機種別の CONOPS モデルのインスタンス化

Layer1と Layer2は異なる対象がモデル化されてきたが，つなぐ仕組みが必要となる。ここでは，航空局
ガイドラインのモデル（図 1③）をインスタンス化（Layer1をひな形，Layer2で実体化）し利用する。航
空局ガイドラインによると，認証においても CONOPSが重視されることが示されている。Layer1 CONOPS

図 3　セクション間の振る舞いによる関係性（抜粋）
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（図 1③内の 1つの要素）は各個別の項目まで詳細にモデル化しているため，Layer2では実体化（インスタ
ンス化）しモデリングを実施する。

図 6に CONOPSのインスタンス化の表現例を示す。ここでは Layer1 CONOPSの一部分の要素を継承関
係（インスタンス化と同義とする，ツール制約のため継承で実施）で接続した。継承元はグレーの網掛けさ
れた Layer1の CONOPSであり，「PIM-drone_CONOPS-A.1.2」が Layer2で実体化された要素である。要素
内には Partとして，A.1.2.1～ A.1.2.7の要素が存在しているが，ここでは，A.1.2.1と A.1.2.2に初期値（＝
の後の文言）を持たせている。これらは独立した要素として機能するため，Layer2内の設計要素に紐づけ
て関係性を示すことも可能である。これらにより，Layer1の要素を引用しながら，Layer2の要素として設
計できることが示された。

4．事例による考察
型式認証に関係するプロセスは，設計を行う製造者の開発スタイルによって異なるが，いくつかのプロセ

図 4　PIM-drone構造（一部抜粋）
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スを並行して実施する必要がある点は変わらない。ここでは，認証／設計／安全設計の 3つのプロセスが並
列で実施されるものとして検討を行う。これらのプロセスで横断的に利用されるものとして，各種設計情報
があるが，ここでは CONOPSを取り上げ確認する。
まず認証プロセスにおける CONOPSの扱いについては，図 7に示す航空局ガイドライン内の「事前調整
～認証書の交付まで」を参照する。図中では複数回 CONOPSが登場するが，認証プロセス進展に合わせ初
期に設定した CONOPSを情報のやり取りにより完成させていることが確認できる。また，申請者と認証に
関する複数のステークホルダ間でやり取りがなされることが確認できる。
次に設計プロセスと安全設計プロセスを検討する。認証プロセスは外部ステークホルダ（航空局等の認証
者）との直接的なやり取りであるが，設計及び安全設計プロセスは内部要因，内部要求をもとに設計活動が
行われる。ただし設計において外部ステークホルダの要求から，ビジネス構造が構築され設計に影響するこ
とも十分に考えられるが，ここではこれら外部からの要求については，内部要求として導出され，設計活動
へ至るものとして検討を行う。
内部プロセスについては，各社各様の様々な方法が存在する。一般的な方法としてここでは航空機の安全
設計プロセスである SAE ARP 4754B［12］を参照する。SAE ARP 4754Bでは設計プロセスと安全設計プロセ
スの関係を説明しており，設計プロセスを V字プロセスと捉え，安全設計プロセスは設計プロセスの様々

図 5　コンテキスト図
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な設計情報に影響を及ぼすものとして扱われる。安全設計プロセスのアクティビティで発生するアウトプッ
トが設計プロセスにも密接に関係するものとして扱われており，逆に設計プロセスの変更が安全設計に影響
することも十分に起こりうる。そこで，CONOPSを中心にこれらプロセス間での関係を整理すると，以下
の 2つの方向性から影響範囲の特定の実現性を確認することで，プロセス間における設計情報のやり取りが
成立すると考えられる。
・（外部→内部）認証プロセスの変更が，機体設計における影響範囲とつながるか
・（内部→外部）内部プロセスの変更が，認証における影響範囲とつながるか

4‒1　外部要因による内部プロセス／設計への影響
外部要因として認証プロセスでの規格の基準変更を取り上げる。認証とは State of the Artが求められる

ものであり，例えば，技術の進化や社会情勢の変化等により基準が変更されることは一般的である。
設計情報の構造体としてMBSEにて構築された情報のどこに変化が発生し，かつどのように設計に影響

を与えるかとなる。3章で示した通り，Layer構造をとる設計情報であり，上位の Layer1から Layer2に影
響を与える流れが想定できる。3­4節で示した通り上位 Layerで作成した CONOPSをインスタンス化する

図 6　CONOPSのインスタンス化
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ことが可能なため，内部の設計への影響をコントロールすることが可能である。認証と設計を Layer構造に
よるモデル化の利点の一つといえる。
4‒2　内部プロセスでの設計変更の認証への影響
内部プロセスである Layer2から認証に関係する Layer1への影響を考える。
2­2節で示した安全設計手法に従いモデルの作成を実施する。図 8に Layer2で実施するリスクアセスメ
ント実例を示す。ここでのリスクアセスメント事例は［13］で示される内容を参考とし，方策は航空局ガイド
ライン適用を意識した。また SafeML［14］にてモデル化を行った。
リスクを元に，機体設計で関係する要素（点線枠内）とセクション 110（ソフトウェア）航空局ガイドラ
イン要求（二重線枠内）の関係性が構築された。図 8の赤枠は危険源，危害とシナリオによるリスクアセ
スメントを示し，青枠はその方策，緑枠は方策の確認の仕組みであり，方策と航空局ガイドライン要求の関
係性を示すことで要求を満たすことを示している。ここでは機体設計要素は粒度が粗いが，各機能別の必要
要件として安全要求を実現すべき領域を限定的に規定し，かつその妥当性を説明することがリスクアセスメ
ントを元に行える。例えばソフトウェア開発で，機能の独立性が保証されるような環境を用いた場合，厳密
なプロセスを適用すべき領域と適用しなくて済む領域を区分することができ，機能開発の自由度を向上させ
ることができる。
ここではセクション 110（ソフトウェア）航空局ガイドライン要求との関係性のみを示したが，各航空局
ガイドライン要求の関係性が構築されているため，MBSEモデル Layer1を用いて各要求への影響範囲を調
べることも行える。また，図 3に示した認証プロセスへの影響も確認することができる。これらMBSEで
構築された設計情報を利用することで，航空局ガイドラインによる設計要求と機体設計作業の相互作用によ
る効果が確認できることになる。

図 7　認証プロセス（航空局ガイドライン［2］「図 1事前調整～認証書の交付まで」より引用）
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5．ま　　と　　め
4章で示した通り，Layer1航空局ガイドライン要求と Layer2ドローン実体設計を連携するMBSEによる

SysMLモデルを構築した。これにより限定的な事例ではあるがドローンの型式認証という内部と外部の相
互作用が求められる設計活動に，MBSEが活用できることが確認できた。その結果，MBSEによる SysML

モデルの適用の利点が以下のように確認できた。
（1）安全基準等で要求される項目の関連性が構造化でき，航空局ガイドラインだけでは明確に読み取れな
い項目間の関連性をモデル化することができ，実施すべき証明事項の重複を避けることができる。
（2）現状の航空局ガイドラインは機体の試験による基準の適合性証明を意図しており，機体要素や周辺要
素との関係は明確には読み取れないが，機体構造を含めた構造化が可能になり，安全基準等の制約をもとに
機体設計を行う際に活用できると考える。
（3）証明事項のトレーサビリティが確保しやすいので，運用時の事故や故障への対応や，将来の改造時へ
の対応が容易になると考える。
また今後の発展として以下のいくつかの可能性を示唆することができる。
（1）安全設計におけるモデルの抽出を行ったが，これらは限定的かつ一部のモデルのみである。実際には
網羅性が保証できる規模で実施することで，ドローンに適した危険源リストのような情報が集約されていく
可能性がある。これらは，今後のドローン開発において必要な情報源であろうと考えられる。
（2）CONOPSの内容は，NEDOの ReAMoプロジェクト［7］でも議論がされている。現状はまだ

CONOPSに記載すべき要件が抽象的で，どこまで詳細に記載すべきかかも想定しきれない。MBSEによる
設計レポジトリを持つことで，CONOPSとして抽出すべき情報の取捨選択を構築することが可能となるた
め，対応が行いやすい。
（3）安全基準と航空局ガイドラインの妥当性に，社会性を持った設計視点を持つことができる。社会性を
持った設計視点は，安全の背景に存在する製造者としての説明責任とも密接に関係する。ドローンのような
新しい製品は，ユースケースや環境もより多様になり，想定外の事故も起こりうることで，社会許容性も変

図 8　リスクアセスメント実例
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化してくると考えられる。そのためには製造者としての安全設計に対する社会的説明責任のための準備も必
要であり，トレーサビリティのある設計情報を SysML［10］という共通言語でモデル化されたMBSEとして
維持保存することは意義があると考えられる。
今後，実機をベースとするプロジェクトでの適用検討を進め，上記可能性の影響効果の確認を行いたい。
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斜め視ステレオペア画像による位置特定手法
〜UAV による遠方広域撮影の提案と検証実験〜
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澤田　義人＊5，三橋　　怜＊5，倉田　興治＊6，横山　誠二＊7，高山　誠一＊8，

遠藤　貴宏＊9，杉山　真彦＊10，金子　隆之＊11，小栗　幹一＊12，＊13，本多　嘉明＊12
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ルーチェサーチ株式会社＊3，株式会社快適空間 FC＊4，国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構＊5，

株式会社東日＊6，株式会社マプコン＊7，地上測量のための UAV運用研究会＊8，
一般財団法人リモートセンシング技術センター＊9，御殿場市役所企画部未来プロジェクト課＊10，

東京大学地震研究所＊11，一般社団法人先端空間情報技術評価支援センター＊12，日本 DMC株式会社＊13

UAV（Unmanned aerial vehicle）による直下視撮影で得られる地表面情報は，地上物の位置や状況を示
せるため，災害監視をはじめとした多岐にわたる用途で利用が進められている。さらに，UAVから対
象を斜め下方向に俯瞰した撮影方法（斜め視撮影）では，遠方から対象を含む広範囲の撮影が可能であ
る。しかし，斜め視撮影の利用は目視確認としての限定的な利用に留まっている。斜め視撮影により地
上物の位置を正確に特定できれば，UAVのさらなる活用や利用促進が期待できるが，実現には具体的
な解析手法の確立が必須である。本研究では，斜め視観測による地上物の位置特定手法を確立させるこ
とを目的に，解析写真測量に基づく斜め視ステレオペア画像の解析手法を整理した上でシステムを開発
し検証した。本システムにより，撮影画像に写る対象の正確な位置を，UAVによる撮影位置と姿勢を
基に特定できることを明らかにした。加えて，撮影位置や姿勢が不明な場合でも，観測対象を含む周辺
における構造物等の既知の位置が数点分かれば，撮影位置と姿勢が推定できる仕組みを整理した。
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1．は　じ　め　に
小型無人航空機（Unmanned aerial vehicle：UAV）は，農業，防災，計測，物流，警備・点検をはじめと
した多様な分野において利用が進んでいる。UAVによる一般的な地上の監視方法としては，対象の上空か
らの見下ろし撮影（以下，「直下視撮影」という）により数十～数百枚の画像を撮影し，画像解析技術
（Structure from Motion：SfM）を用いて，撮影画像から一つの地図を作成して活用してきた。これまでも，
直下視撮影による地図は，災害発生時の被害状況の把握に用いられ，防災の現場では有効性が実証されてき
た［1］。しかし，実際の UAVの運用では，様々な制約が存在する。例えば，災害発生時には消防，救助，警
察業務などの安全確保を目的として緊急用務空域が設定され，現場を含む周辺域の飛行が制限されることが
ある［2］。このような制約条件を考慮すると，現場から遠く離れた場所から対象を俯瞰的に観測する技術を
開発することは，UAVを最大限に活用するために有益である。遠方からの撮影方法は，UAVにより上空か
ら観測対象を斜め下方向に俯瞰することで実現できる（以下，「斜め視撮影」という）。これまで，斜め視撮
影によって観測対象を含む周囲の状況確認は行われてきたが，UAVによって得られる斜め視撮影画像の一
連の解析手法が確立されていないため，画像の目視確認に留まっている。本研究の目的は，UAVによる遠
方観測手法として，斜め視撮影画像を用いた対象の位置特定手法を確立させることである。写真測量技術の
ひとつには，画像内の画素位置と地理座標との関係式（以下，「共線条件式」という）が考案されている。
この式は 2枚の画像情報と，撮影時の位置や撮影角度情報を組み入れることで解が求められる。つまり，斜
め視撮影の際に，UAVにより，上空の 2か所から遠方の対象を撮影することで，左側と右側とで 1対の画
像（以下，「斜め視ステレオペア画像」という）を得ることができ，そして，撮影時の幾何的条件を踏まえ
て共線条件式を解くことで，左右の画像に写る対象の位置を特定できる。本研究では，一連の解析手法の流
れを確立させるため，斜め視ステレオペア画像の解析システムを新たに開発し，本手法による位置特定の精
度を検証した。

2．斜め視ステレオペア画像の解析システムの開発
2‒1　共線条件に基づく斜め視ステレオペア画像の解析
斜め視ステレオペア画像を用いた対象の位置特定には，共線条件式（1）［3］による解析を実施した。

x＝－f
a11（X－X0）＋a21（Y－Y0）＋a31（Z－Z0）
a13（X－X0）＋a23（Y－Y0）＋a33（Z－Z0）

�
（1）

y＝－f
a12（X－X0）＋a22（Y－Y0）＋a32（Z－Z0）
a13（X－X0）＋a23（Y－Y0）＋a33（Z－Z0）

Ground information captured by UAV (Unmanned aerial vehicle) through nadir viewing is widely utilized in 

applications such as disaster and environmental monitoring. Additionally, capturing imagery from a distant 

oblique-viewing allows for immediate data collection and enables observation from a distance. However, the 

use of oblique imagery from UAV requires the establishment and validation of analysis methods. In our 

research, aimed at enabling remote observation, we developed an analysis method for oblique-view stereo 

pair images. This system accurately identi�es the targetʼs precise location using capture position and 

orientation information. Even in cases where the capture position and orientation are unknown, this system 

can estimate them from the captured images and basing point, facilitating the identi�cation of the targetʼs 

position.

Keywords:  oblique-view stereo pair images, collinearity equation, UAV
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共線条件式とは，地上の対象，投影中心，画像内の位置の 3点が一直線上に存在する条件を利用した単写
真標定で用いられている式であり（図 1），対象の位置（X，Y，Z），内部標定要素（焦点距離：f），外部標定
要素（投影中心の地上座標（撮影位置）：X0，Y0，Z0，カメラの姿勢を表す回転行列の要素（撮影姿勢）：aij），
画像内の画素位置（x，y）の関係を表している。本システムでは，求める解である対象の位置（X，Y，Z）に
対して，左右それぞれの内部標定要素，外部標定要素，画素位置を条件に代入した計 4つの共線条件式から
なる連立方程式を解いた。

2‒2　内部標定要素の推定と無ひずみ画像の生成
ここでの内部標定要素とは，カメラ個体ごとに異なる焦点距離，投影中心，レンズのひずみ補正係数であ
る。Zhang［4］の手法を採用し内部標定要素を推定した。Zhangの手法は，マスの大きさや配置間隔の相対
座標が既知であるマーカー群として図 2のようなチェッカーボードをさまざまな位置と角度から撮影し，
撮影した画像間のマスの位置関係をもとに非線形最適化処理で内部標定要素を推定するものである。内部標
定要素が推定された後には，レンズのひずみ補正係数を用いてレンズに由来するひずみを補正した無歪み画
像を生成した。

図 1　共線条件式の計算に必要な斜め視ステレオペア撮影に由来する変数の概念図。左側からの撮影として，青実線の枠は撮
影した画像を表し，青破線は撮影した範囲を表す。橙色の実線と破線の枠は右側からの撮影を表す。共線条件式では，左右
の撮影で得られる情報を変数として代入することで，未知の値である対象の位置を計算により求めることができる。

図 2　7×10マスのチェッカーボードの例。ひとつのマスは 25 mmの正方形で構成される。
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2‒3　斜め視ステレオペア画像の撮影
開発したシステムの検証実験では，地形の起伏が少ない静岡県御殿場市内を撮影対象とした。UAV機体
には，DJI Mavic 3を用いた。Mavic 3に搭載されるカメラは，マイクロフォーサーズセンサーであり，焦点
距離は 35 mm判換算で 24 mmである。また，撮影画像の大きさは 5280×3956画素であった。撮影方法は，
対地高度 150 mまで上昇し，西方向にカメラを向け，南から北方向にかけておおよそ 130 m移動しながら，
斜め視ステレオペア画像を撮影した。等高線図（図 3 a）と，撮影画像（図 3 b，c）からは，撮影位置から
約 2,000 m先までは高低差 30 m程度の平野が広がり，遠方には山が確認された。撮影場所付近のジオイド
高は，41.35 mであることが確認されている［5］。

2‒4　正確な外部標定要素を得るための UAV 観測と既知のデータの活用
共線条件式により対象の位置を算出するためには，外部標定要素（撮影位置と姿勢）を正確に把握する必
要がある。撮影位置については，UAVに RTK（Real-Time Kinematic）が搭載される機体では，従来の
GNSSと比べて高精度な位置が測定できる。しかし，姿勢情報については，機体に記録される場合でも精度
や更新間隔は公表されていないことが多い。目的に適う専用の機体を製造することもあり得るが費用や運用
面での課題が発生することは想像に難しくない。そこで，本システムでは，汎用的な機体による撮影画像
と，予め収集可能な基準点を整備することで外部標定要素を推定した。撮影位置と姿勢の推定に関わる計算
は撮影位置姿勢の計算問題（Perspective-n-Point：PnP）［6］を解くことで実現した。具体的には，EPnP法を
採用し，基準点として LiDAR点群データにより事前に調べた構造物等の位置（X，Y，Z）を収集し，撮影画
像の画素位置（x，y）との対応を整理する。そして基準点と画素位置間の再投影の誤差を最小化する平行移
動ベクトルと回転ベクトルを求め，それぞれのベクトルを位置と姿勢情報として用いた。なお，本研究で用
いる LiDAR点群データには，G空間情報センターから入手できる静岡県 富士山南東部・伊豆東部 点群デー

図 3　対象地の地形的条件と撮影画像。（a） は等高線図および UAV飛行位置とおおよその視線方向（赤矢印）を示しており，
等高線の描画には国土地理院数値地図 5 mメッシュを用いた。下図は Google Earthを重ねて表示している。座標系はWGS 

84 UTM zone 54Nである。（b） は北側の撮影画像であり左側画像である。（c） は南側の撮影画像であり右側画像である。
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タ（LP）［7］を用いた。計算では，8か所の基準点として，左右それぞれの画素位置（x，y）と LiDAR点群
データによる位置（X，Y，Z）の組み合わせを整備した（図 4）。

3．結　　　　　果
3‒1　LiDAR 点群データを基準点に用いた撮影位置と姿勢の推定精度

UAVに搭載される GNSSにより記録された位置情報（X0，Y0，Z 0）および気圧計による高度情報（Z 0），カ
メラジンバル部の姿勢情報（ヨー，ピッチ，ロール）と，LiDAR点群データを基準点に用いた推定値の比
較結果を表 1に示す。UAV撮影時の情報と推定値における水平方向（X0，Y0）の差として，X0は約 33 m，
Y0は約 1～ 5 mであった。鉛直方向（Z 0）は，推定値と GNSSによる計測との差は約 95 mもの開きがあっ
た。それに対して，気圧計による相対標高に既知の標高を足した値と推定値との差は 10 m程度であった。
姿勢情報の比較では，UAVの記録として保存されていたカメラジンバルの値は，右側撮影から 22秒後に左
側を撮影したにもかかわらず，左右の撮影時のジンバルの値が全く変化していなかった。推定結果は，左側
と右側の両方で，それぞれ UAV撮影時の情報に近い値ではあったが，左側と右側の姿勢情報は異なる値で
あった。

3‒2　斜め視ステレオペア画像を用いた共線条件式に基づく位置の特定
LiDAR点群データにより整備した基準点の位置（図 5）と，基準点を対象とした斜め視ステレオペア画像

による位置の特定精度（表 2）を示す。基準点全体としての標準誤差は，奥行き方向 （X） 4.17 m，横方向

図 4　画像座標 x，yと LiDAR点群データ（X，Y，Z）の組み合わせの例。（a） には左側画像内の 8つの画素位置（赤
い四角）を示す。（b） は基準点のひとつである構造物の頂点の座標を LiDAR点群データで確認した例である。

表 1　UAVによる計測値と推定値の比較。X0と Y0の座標系は UTM zone 54 Nである。Z0では，UAVの高度は GNSSによる
値であり，相対高度は気圧計による値である。推定結果は LiDAR点群データを計算に用いた標高値である。

Mavic 3の撮影時に記録された情報 推定結果 差（│UAV│－│推定値│）

左側 右側 左側 右側 左側 右側

X0座標 （m） 312711.15 312701.99 312743.64 312735.50 －32.49 －33.51

Y0座標 （m） 3911686.42 3911551.78 3911681.88 3911550.59 4.54 1.18

Z0座標 （m）

GNSS高度 499.83 GNSS高度 499.63

594.25 594.09

－94.42 －94.46

標高＋相対高度 604.30

（相対高度 152.40）
標高＋相対高度 602.70

（相対高度 152.20）
10.05 8.61

ヨー角 （度） ＋96.10 ＋96.10 ＋90.95 ＋93.01 5.15 3.09

ピッチ角（度） －22.70 －22.70 －24.72 －25.87 －2.02 －3.17

ロール角（度） ＋0.00 ＋0.00 ＋2.40 －0.73 －2.40 －0.73

撮影時刻（時：分：秒） 11：52：33 11：52：11 － － － －
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（Y） 0.19 m，高さ方向 （Z） 0.57 mであった（表 2集計値）。また，検証点 2，3，4，5（図 5の黄色丸）の誤差
は X，Y，Zの絶対値として最小 0.02 （Z） ～最大 1.99 （Z） mだった。それに対して，1，6，7，8（図 5の青色丸）
の誤差は，最小 0.34 （Z） ～最大 26.18 （X） mと黄色丸と比べて誤差の値が明らかに大きかった。なお，検
証点を含む解析対象範囲は，80 ha（800,000 m2）だった。

4．考　　　　　察
4‒1　UAV による空撮画像と LiDAR 点群データを活用した外部標定要素の推定値の妥当性
汎用的な UAVによる撮影時の正確な外部標定要素を得るために，オープンデータとして公開されている

LiDAR点群データを基準点に用いた PnP問題の計算を実施し，UAVの搭載機器による計測値との差を検証
した（表 1）。UAVに搭載される GNSSによる値と推定値の位置情報（X0，Y0，Z 0）の間には，数メートルか
ら数十メートルの差があった。特に，鉛直方向（Z 0）は，GNSSの高度と推定値には約 94 mの差が確認さ
れた。要因のひとつには，GNSSが楕円体高であり，推定値は海抜からの標高であり，高さの基準が異なる
ことが考えられる。しかし，飛行地点のジオイド高が 41.35 mであることを加味し，GNSSにより計測した
楕円体高（499.83 m）からジオイド高（41.35 m）を減算しても，推定値である 594.25 mとは大きく異なる
値を取ることには変わりはない。一方で，一般に GNSSの鉛直精度と比べて精度の高い気圧センサーによ
る相対高度と，既知の標高を足し合わせた値は，推定値と近い値（約 10 m差）を示した。また，姿勢情報
については，Mavic 3の仕様であるかの確認は取れていないが，Mavic 3により記録されていた姿勢情報は，
20秒経過しても値に変化が現れなかった。20秒経過しても値に全く変化がないことは考え難い。これに対
して，本システムによる推定値は，UAVによる姿勢情報を考慮しても想定できる範囲内に収まる値だった。
機体の位置情報に関しては真に正しい値は不明だが，鉛直方向は既知の標高と気圧センサーを組み合わせた
値に近似していたことや，姿勢情報が妥当な値であったことからは，外部標定要素の推定は適切に実施でき
たと考えられた。なお，RTK （Real-Time Kinematic）搭載機では，GNSSよりも位置精度が高まることが考
えられるが，RTK搭載機でも姿勢情報は得られないことには変わりはない。しかし，正確な位置精度が得
られた際には，未知の情報が，姿勢情報（ヨー，ピッチ，ロール）のみになるため，PnP問題の計算に用い
る基準点の数を減らせることや，姿勢情報の推定精度の向上につながる期待がある。

表 2　基準点を対象とした位置の特定誤差。最大値と最小値は検証点ごとの誤差を絶対値として扱い算出した。
標準誤差は，標準偏差をサンプル総数の平方根で除算した値である。

基準点ごとの誤差（基準点位置－特定した位置） 集計値

1 2 3 4 5 6 7 8 最大値 最小値 標準誤差

X （m） －7.40 －1.09 －1.10 　0.47 4.66 　6.76  26.18 －13.78 26.18 0.47 4.17

Y （m） 　0.40 　1.83 　0.94 　0.15 1.14 　0.42 　1.22 　 0.96  1.83 0.15 0.19

Z （m） 　0.34 －1.99 　1.93 －0.02 2.05 －0.31 －2.40 　 0.65  2.40 0.02 0.57

図 5　検証点の位置関係。X軸と Y軸は UTM Zone 54原点からの距離である。最も
遠方の点（ID：8）は撮影位置（赤矢印）から X方向に約 2,000 m離れている。
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4‒2　斜め視ステレオペア画像の解析システムによる位置の特定精度
検証実験の対象範囲は 80 haであり，基準点で最も遠方の検証点（ID 8）は，撮影位置から X方向に約

2,000 m離れている。そして，遠方方向（X），横方向（Y），鉛直方向（Z）のうち，最も標準誤差の値とし
て大きかったものは，遠方方向（X）の 4.17 mであった。この誤差の大きさは，災害発生時における橋や
建造物の倒壊，避難経路の安否確認など状況確認に要する空間の規模が数 m～数 10 mであることを踏まえ
ると，緊急時の情報の精度として十分に有効だと考えられた。また，検証点の位置と誤差の大きさとの関係
は，画像の周囲あるいは遠方（図 5の青色丸）では，内側（図 5の黄色丸）と比べると誤差が大きくなる
傾向が見られた。このことからは，本システムを適用する際には，精度を保ちたい対象を，画像中央に捉え
る撮影をすることで，対象の位置情報を高精度に得ることが可能だと考えられた。また，検証点全体として
の位置情報（X，Y，Z）の標準誤差が 0.19～ 4.17 mの範囲に収まっていたことからは，UAVによる斜め視ス
テレオペア画像を用いた位置特定の解析には，共線条件式が有効であることや，内部標定要素や外部標定要
素の推定に関わる一連の流れが確立できた結果だと考えられた。共線条件式による対象位置の解析には，撮
影位置と姿勢情報が正確であることが特に求められることからは，正確な撮影位置と姿勢情報を外部標定要
素の推定で得られたことが，対象位置の推定精度を高めた要因だと考えられた。

5．ま　　と　　め
本研究では，UAVによる斜め視撮影画像を用いた位置特定手法の開発を目的として，斜め視ステレオペ

ア画像と正確な内部標定要素と外部標定要素とを共線条件式で解くための一連の解析手法の流れを確立し
た。解析写真測量に基づく斜め視撮影画像の解析により，対象の位置情報を数 mの誤差で特定できること
が明らかとなった。今後は，本システムのさらなる改良のため，例えば，UAVの撮影位置の間隔（基線長）
と位置の特定精度との関係や，LiDAR点群データを不要とする仕組み等の考案と検証実験を進める計画で
ある。
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